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はじめに 

 
地球環境と企業運営の関係において、地球との共生が人類共通の 
 
願いであることを認識し、事業活動のすべての面で、環境の保全に 
 
努めてまいります。 

■事業概要 

「私たちは、継続可能な企業活動を目標に、環境負荷の低減に 
 努めると共に、お客様に安心いただける製品の提供に心がけます」 

 
代表取締役 
 
        武仲清貴 
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■環境方針 
●基本方針 
  私たちは、持続可能な企業活動を目標に、環境負荷の低減に努めるとともに、 
 お客様に安心いただける製品の提供に心がけます。 
 
 
●行動方針 
 １．当社に適用される環境関連法規制をはじめとして、当社が同意するその他の 
   要求事項を順守します。 
 ２．環境改善と汚染予防を推進するとともに、環境マネジメントシステムの継続 
   的改善に取り組みます。 
 ３．社員全員の環境意識を向上し、周知・啓発を行います。 
 ４．地域との連携を密にして、環境の管理状況について必要に応じて情報開示を 
   していきます。 
 
●重点方針 
 １．工場・生産工程の省エネ、省資源、省廃棄化 
 ２．自社製品の省エネ・省資源化設計  
 ３．含有化学物質管理体制の構築 

■環境保全の取り組み 
●ISO認証取得状況 ●品質・環境マネジメントシステム組織図 

 2012年4月に ISO9001と統合する形で   
 ISO14001認証を取得しました。 
 2018年4月に ISO14001 2015取得 

●環境活動 

著しい環境側面 環境効果 評価

コピー紙使用量の削減 省資源化 ○

電力使用量の削減 省資源化 ○

プラス環境側面 環境効果 評価

輸送効率の向上 CO２の削減、省資源化 ○

省資源/省エネ設計 資源の低減 ○

グリーン調達 化学物質汚染の予防 ○

ゴミゼロエミッツション推進 資源の低減 ○

会社周辺のゴミ収集活動 会社周辺の環境向上 ○



3

環境活動の取組み 

デマンドメーターの設置 

グリーン調達ガイドライン 

廃棄物の分別 

社有車をECO車に変更 

リサイクル品の収集 
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■教育・訓練 

地域活動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境教育 

  新たな取り組みとなる環境教育を中心に、全社員教育、部門教育を行い、 

さらにグループ活動を通した実践展開に取り組みました。 

■マテリアル フロー 
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種類 内容 開催回数/年

1回

内部監査員 内部監査の目的と進め方 1回
リフレッシュ教育 実践演習など
検査員・出荷許可責任者 検査員の役割と認定 1回
リフレッシュ教育 要素作業と基準説明及び不具合事例
部門教育 特殊作業、著しい環境側面、プラス環境側面 1回

RoHS2指令　CEマーキング

12回環境WG活動
各部門で著しい環境側面、及びプラス環境側面
の対策と実施

ISOリフレッシュ教育
品質・環境マネジメントシステムの理解
（前回からの改定内容と新規作成文書の説明）
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■ 第17回 地域貢献活動 

会社周辺の草引き・ゴミ収集 
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